
川崎市自動車を利用して行う営業の取扱要綱

１ 目的

この要綱は、移動食品営業の許可及び届出並びに監視指導の取扱いについ

て定め、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。）の円

滑な運営を図り、この営業による食品に起因する危害の発生を防止すること

を目的とする。

２ 定義

この要綱において次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

（１）移動食品営業

自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に

規定するものをいう。以下同じ。）に施設を設け、食品の製造、調理、加工

及び販売する営業をいう。

（２）営業車

移動食品営業を行う自動車であって、道路運送車両法第５８条第１項に

規定する自動車検査証（以下「自動車検査証」という。）の交付を受け、同

法第２条第５項に規定する運行の用に供するものをいう。ただし、道路以

外の場所のみにおいて、走行可能な自動車を用いて移動食品営業を行う場

合については、自動車検査証の交付を受けていることを要しない。

（３）営業許可

法第５５条第１項に規定する許可（移動食品営業に関するものに限る。）

をいう。

（４）営業届出

法第５７条第１項に規定する届出（移動食品営業に関するものに限る。）

をいう。

３ 許可対象業種

営業許可の対象業種は、次の４業種とする。

（１）飲食店営業

（２）菓子製造業

（３）魚介類販売業

（４）食肉処理業

４ 飲食店営業及び菓子製造業における営業内容の目安



（１）水を供給し、かつ、廃水を保管することのできる貯水設備の容量（以下

「給水・廃水タンクの容量」という。）が４０リットル程度

ア 簡易な調理のみ（温める、揚げる、盛り付ける等）を行うこと、又は単

一品目のみを取り扱うこと。

イ 使い捨て食器を使用すること。

（２）給水・廃水タンクの容量が８０リットル程度

ア 大量の水を要しない、２工程程度までの簡易な調理を行うこと、又は複

数品目を取り扱うこと。

イ 使い捨て食器を使用すること。

（３）給水・廃水タンクの容量が２００リットル程度

ア 大量の水を要する調理を行う、複数の工程からなる調理を行うこと。

イ 通常の食器も使用できる。

５ 営業の許可

（１）本市の区域内における営業許可は、川崎市食品衛生法施行細則（昭和４

７年川崎市規則第４２号）により許可を与えるものとする。ただし、「食品

衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政省令の制定につ

いて」（令和元年１２月２７日付け生食発１２２７第２号厚生労働省大臣官

房生活衛生・食品安全審議官通知）に基づき、本市と関係自治体間で同水

準の施設基準が確保され、監視指導の方法、違反判明時の通報体制、行政

処分の取扱い等について調整がなされた場合は、本市以外の関係自治体で

営業許可を受けた営業車については、本市の区域内において当該営業がで

きるものと認める。

（２）食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）第６７条から第７

１条の２までに規定する「施設の所在地」は、「営業車の属する主たる固定

施設の営業所等の所在地」とし、営業車の車庫、営業車を管理する事務所

（下処理等の調理施設等）等の所在地をいう。また、「営業車の属する主た

る固定施設の営業所等の所在地」に該当がない場合は、営業車の主たる営

業地とする。

（３）本市内における営業許可の有効範囲は、川崎市内全域とする。

６ 監視指導、食中毒（疑いを含む。）調査及び行政処分

（１）監視指導

ア 営業車が現に営業している場所を所管する保健所及び許可を与えた保健

所の食品衛生監視員が随時監視するものとする。

イ 営業車の構造等について不備を発見した食品衛生監視員は、改善指導を



行う。また、当該営業車が管轄外で営業許可を受けたものの場合、保健所

長は、許可を与えた保健所長又は関係自治体の長に通報するものとする。

ウ 保健所長は、管轄外で営業許可を受けた営業車について法違反の疑いが

あり、継続して指導が必要であると判断した場合、許可を与えた保健所長

又は関係自治体の長に通報するものとする。

（２）食中毒（疑いを含む。）調査

患者等の発生を探知した保健所長は、初動調査を実施するとともに、営

業を許可した保健所長又は関係自治体の長と連携して、原因の究明に努め、

被害の拡大防止措置に協力するものとする。

（３）行政処分

法第５９条に規定する廃棄処分・危害除去命令、法第６０条に規定する

営業許可の取消及び営業の禁停止並びに法第６１条に規定する施設の整備

改善命令、営業許可の取消及び営業の禁停止は、許可を与えた保健所長が

行うものとする。

７ 指導事項

（１）この営業は、機動性を利用して諸所に出店し、道路、公有地又は私有地

等を占用して営業することが予想されるので、関係各機関と密接な連絡を

とり、合法的な営業を行うよう指導すること。

（２）営業許可書等の営業許可を受けていることが確認できる書類は、施設内

の見易い場所に掲示する等の方法で常に携行するよう指導すること。

８ 営業届出

５から７までの規定は、営業届出について、これを準用する。

９ その他

この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、健康福祉局長が別

に定める。


